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シート③＜誰一人取り残さない、きめ細かな支援の充実＞

事業名 所管課 事業概要 令和７年度実施計画 令和８年度実施計画
実績値 実績値

1 ● ● ● ● ー A

2 ひとり親家庭等医療事業 医療費の一部助成により、ひとり親家庭等の福祉の増進を図る。 ● ● ● ● ー A

3 ひとり親家庭自立支援業務 ● ● ● ● ー A

4 母子生活支援施設等入所事業 ● ● ● ● ー A

5 障害児通所支援等 福祉政策課 ● ● ● ● ー A

6 療育施設のぞみ園運営事業 子ども支援課 発達に支援が必要な未就学児の療育と保護者の育児支援を行う。 ● ● ● ● ー B

7 発達障害支援事業 子ども支援課 ● ● ● ● ー A

8 発達障害早期発見事業 子ども支援課 ● ● ● ● 健診受診率 100% 100% 95% B 100%

宗像市こども計画

施策カテゴリー

該当計画

指標名 令和１１年度
目標値

令和７年度 令和８年度

令和７年度実施状況
子
ど
も
・
子
育
て

次
世
代
育
成

子
ど
も
基
本
条
例

子
ど
も
の
未
来
応
援

子
ど
も
・
若
者

目標値また
は活動指標

評価
（A～E）

目標値また
は活動指標

評価
（A～E）

ひとり親家庭等の
自立支援

児童扶養手当等ひとり親家庭経
済支援業務

子ども家庭セン
ター

18歳（児童に一定の障害がある場合は20歳まで）の誕生日の年度末ま
での児童を扶養するひとり親家庭等に対して、児童扶養手当を支給し
、生活の安定と自立の促進を図る。

受給資格者数
（児童扶養手当）
【活動指標】

823人 811人 811人
児童扶養手当の申請受付、審査
及び支払を行う。

児童扶養手当の申請受付、審査及び
支払を行った。

児童扶養手当の申請受付、審査及
び支払を行う。

子ども家庭セン
ター

受給資格者数
【活動指標】

1,689人 1,637人 1,637人
ひとり親家庭医療の受付、審査
、認定を行い、医療証の交付と
医療費の助成を行う。

ひとり親家庭医療の受付、審査、認
定を行い、医療証の交付と医療費の
助成を行った。

ひとり親家庭医療の受付、審査、
認定を行い、医療証の交付と医療
費の助成を行う。

子ども家庭セン
ター

ひとり親家庭の父または母の就業に向けた能力開発支援や修学又は疾
病等により一時的に日常生活に支障が生じているひとり親家庭等への
家庭生活支援員派遣、ひとり親家庭等の生活の安定を図るため、県の
母子・父子・寡婦福祉資金貸付の受付、進達を行う。

自立支援者数
【活動指標】

13人 19人 19人

①自立支援教育訓練給付金・高
等職業訓練促進給付金・高等学
校卒業程度認定試験合格支援事
業の受付、審査、支払いを行う
。
②日常生活支援事業利用対象者
の登録、家庭生活支援員の派遣
依頼等を行う。
③母子・父子・寡婦福祉資金貸
付の受付・進達事務を行う。

①自立支援教育訓練給付金・高等職
業訓練促進給付金・高等学校卒業程
度認定試験合格支援事業の受付、審
査、支払いを行った。
②日常生活支援事業利用対象者の登
録、家庭生活支援員の派遣依頼等を
行った。
③母子・父子・寡婦福祉資金貸付の
進達事務を行った。

①自立支援教育訓練給付金・高等
職業訓練促進給付金・高等学校卒
業程度認定試験合格支援事業の受
付、審査、支払いを行う。
②日常生活支援事業利用対象者の
登録、家庭生活支援員の派遣依頼
等を行う。
③母子・父子・寡婦福祉資金貸付
の受付・進達事務を行う。

子ども家庭セン
ター

生活上のさまざまな問題のためこどもの養育が十分にできない母子を
、母子生活支援施設に入所させて生活を支援する。
経済的理由により入院助産を受けることができない妊産婦を助産施設
に入所させ助産を受けられるように支援する。

母子生活支援施設入所
世帯数（延べ数）
【活動指標】

2世帯 2世帯 2世帯

①母子生活支援施設への入所申
込みの受理、審査及び施設への
入所措置を行う。
②助産施設への入所申込みの受
理、審査及び施設への入所措置
を行う。

①母子生活支援施設への入所申込み
の受理、審査及び施設への入所措置
を行った。

①母子生活支援施設への入所申込
みの受理、審査及び施設への入所
措置を行う。
②助産施設への入所申込みの受理
、審査及び施設への入所措置を行
う。

発達支援・発達相
談体制の充実

障がいのあるこどもが、その有する能力及び適性に応じて、発達を保
障され、安心して日常生活が送れるように児童発達支援、放課後等デ
イサービス、保育所等訪問支援、居宅介護、短期入所、日中一時支援
、移動支援等の支援を行う。

①児童発達支援利用者
数
②放課後等デイサービ
ス利用者数
【活動指標】

①365人
②617人

①363人
②666人

①363人
②666人

　障害児通所支援の適切なサー
ビス提供体制を確保するととも
に、こどもの発達過程や障がい
種別・障がい特性に対応したサ
ービス内容と質の充実を図る。
　また、日常生活等における支
援として、居宅介護や短期入所
、日中一時支援等のサービスを
提供する。
　放課後等デイサービス連携会
議等を活用し、研修や事業所間
の情報交換等を行うことにより
、提供するサービスの質の向上
・充実を図る。

障害児通所支援の適切なサービス提
供体制を確保するとともに、こども
の発達過程や障がい種別・障がい特
性に対応したサービス内容と質の充
実を図った。
　また、必要に応じ日常生活等にお
ける支援として、居宅介護や短期入
所、日中一時支援等のサービスを提
供した。
　放課後等デイサービス連携会議等
を活用し、研修や事業所間の情報交
換等を行うことにより、提供するサ
ービスの質の向上・充実を図った。

障害児通所支援の適切なサービス
提供体制を確保するとともに、こ
どもの発達過程や障がい種別・障
がい特性に対応したサービス内容
と質の充実を図る。
　また、日常生活等における支援
として、居宅介護や短期入所、日
中一時支援等のサービスを提供す
る。
　放課後等デイサービス連携会議
等を活用し、研修や事業所間の情
報交換等を行うことにより、提供
するサービスの質の向上・充実を
図る。

利用登録件数
【活動指標】

200件 196件 200件
発達に支援が必要な未就学児の
療育と保護者の育児支援を行う
。

地域における療育の中核的機能を担
う児童発達支援センター「のぞみ園
」として、利用登録者196人に対し
個々の特性に合わせた療育を実施し
た。
●児童発達支援利用者延数：4,034
人
●保育所等訪問支援実施数：18件

児童発達支援センターとして、地
域の関係機関との連携を進め、地
域の支援体制の構築を図ると共に
、発達に支援が必要な未就学児の
療育と保護者の育児支援を行う。
Ｒ８は、療育環境の改善を図るた
めに、療育スペース、事務スペー
ス及びトイレの改修を行う。
また、ペアレントトレーニング講
座を新規事業として実施し、保護
者支援の充実を図る。

乳幼児から小･中･義務教育学校までのこどもの成長・発達や育児の悩
み、友だちとの関係や学習の苦手さなどに関する相談に対応し、保育
施設や小･中･義務教育学校、医療機関等関係機関と連携した発達の支
援を行う。
市民の発達障がいに関する理解の向上につなげるため、研修会や講演
会を開催する。

総合相談件数
【活動指標】

2,000件 2,016件 2,000件

乳幼児から18歳未満の児童の成
長・発達や育児の悩み、友だち
との関係や学習の苦手さなどに
関する相談に対応し、保育施設
や小･中･義務教育学校、医療機
関等関係機関と連携した発達の
支援を行う。
市民の発達障がいに関する理解
の向上につなげるため、研修会
や講演会を開催する。

乳幼児から18歳未満の児童の成長・
発達や育児の悩み、友だちとの関係
や学習の苦手さなどに関する相談に
対して、面談や電話等による総合相
談を行った
●相談実人数：601人
保育・教育等の関係機関と連携して
、児の特性に応じた発達の支援を行
った（内外部との連絡調整件数：
687件）
指示の入りにくさを抱えるこどもへ
のかかわり方をテーマにした市民講
演会を開催した。
●受講者数：77人
（オンライン45人、後日配信32人）

乳幼児から18歳未満の児童の成長
・発達や育児の悩み、友だちとの
関係や学習の苦手さなどに関する
相談に対応し、保育施設や小･中･
義務教育学校、医療機関等関係機
関と連携した発達の支援を行う。
市民の発達障がいに関する理解の
向上につなげるため、研修会や講
演会を開催する。

発達に支援が必要なこどもを早期療育や適切な支援につなぐため、５
歳児を対象に健康診査を実施する。

発達に支援が必要なこどもを早
期療育や適切な支援につなぐた
め、５歳児を対象に健康診査を
実施する。

保育施設、認定こども園、幼稚園等
の関係機関、母子保健と連携し、５
歳児を対象とした健康診査を実施し
、発達に支援が必要なこどもの早期
療育や適切な支援へとつなげた。
●対象者数：869人
●受診者数：825人
●フォロー者数：139人

発達に支援が必要なこどもを早期
療育や適切な支援につなぐため、
５歳児を対象に健康診査を実施す
る。
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シート③＜誰一人取り残さない、きめ細かな支援の充実＞

事業名 所管課 事業概要 令和７年度実施計画 令和８年度実施計画
実績値 実績値

施策カテゴリー

該当計画

指標名 令和１１年度
目標値

令和７年度 令和８年度

令和７年度実施状況
子
ど
も
・
子
育
て

次
世
代
育
成

子
ど
も
基
本
条
例

子
ど
も
の
未
来
応
援

子
ど
も
・
若
者

目標値また
は活動指標

評価
（A～E）

目標値また
は活動指標

評価
（A～E）

9 就学時健康診断事業 ● ● ● ● 就学時健康診断受診率 100% 100% 99% B 100%

10 生活困窮者自立支援事業 生活支援課 ● ● ● ● ● ー 15% 14% B 15%

11 教育相談事業 ● ● ● ー B

12 ヤングケアラー支援 ● ● ● ● ● 126 B

13 日本語教育支援 ● ● ● 100% 100% 75% C 90%

14 子ども支援課 ● ● ● 38.0% 35.6% 58.1% A 36.2%

15 ● ● ● ● ● B

16 家庭児童福祉に関する専門的技術を必要とする相談支援業務を行う。 ● ● ● ● ● A

17 ● ● ● ● ● B

発達支援・発達相
談体制の充実

教育総務課
就学予定者に対して、学校医及び学校歯科医による健康診断を行い、
必要に応じて入学前の治療を促すとともに、希望する保護者に対して
個別の相談を行うことで、就学に関する不安の解消を図る。

発達支援係、子ども家庭センタ
ーと連携して、市内小学校・義
務教育学校に入学する予定者に
対し健康診断を実施し、入学前
児童の健康状態を把握する。健
康診断後は、各校ごとに情報提
供を行い、円滑な就学に繋げる
。

発達支援係、子ども家庭センターと
連携して、市内小学校・義務教育学
校に入学する予定者に対し健康診断
を実施した。入学前児童の健康状態
を把握し、各校ごとに情報提供を行
い、円滑な就学に繋げることができ
た。

発達支援係、子ども家庭センター
と連携して、市内小学校・義務教
育学校に入学する予定者に対し健
康診断を実施し、入学前児童の健
康状態を把握する。健康診断後は
、各校ごとに情報提供を行い、円
滑な就学に繋げる。

困難な状況にある
こどもの支援

自立相談支援事業として生活困窮者を対象に広く相談を受け、それぞ
れに応じた自立支援プランを立て、家計改善支援事業等の法定事業や
他法他施策へのつなぎ等により課題解決し、自立した生活を送れるよ
う支援する。

相談支援対象者のうち
、就職した者の割合
【活動指標】

生活困窮者からの相談を受け、
その人に応じた自立支援プラン
を立て、就労支援を中心とした
自立相談支援と、家計改善支援
事業等の法定事業や他法他施策
へのつなぎ等により課題解決し
、自立した生活を送れるよう支
援していく。窓口周知、関係機
関との連携により、困窮者の早
期発見・早期支援に努める。

生活困窮者からの相談を受け、その
人に応じた自立支援プランを立て、
就労支援を中心とした自立相談支援
と、家計改善支援事業等の法定事業
や他法他施策へのつなぎ等により課
題解決し、自立した生活を送れるよ
う支援を行った。また、関係機関と
の連携を図り、困窮者の早期発見・
早期支援に努めた。

生活困窮者からの相談を受け、そ
の人に応じた自立支援プランを立
て、就労支援を中心とした自立相
談支援と、家計改善支援事業等の
法定事業や他法他施策へのつなぎ
等により課題解決し、自立した生
活を送れるよう支援していく。窓
口周知、関係機関との連携により
、困窮者の早期発見・早期支援に
努める。

教育支援室

小･中･義務教育学校にスクールカウンセラーなどの心の専門家を派遣
し、児童生徒の抱える心の問題を改善･解決し、もって不登校やいじめ
などの生徒指導上の諸問題の解決につなげる。教育委員会に教育相談
員を配置し、保護者･地域から寄せられる相談などに対応し、諸問題の
迅速な解決につなげる。

スクールカウンセラー
相談件数
【活動指標】

3,366件 3,016件 3,000件

小・中・義務教育学校にスクー
ルカウンセラーを派遣し、児童
生徒へのカウンセリングを行う
。また、教職員及び保護者に対
して、児童生徒の心のケアを中
心とした指導助言を行う。教育
委員会に教育相談員を設置し、
地域や保護者からの学校に関す
る相談・要望等に対応する。

小・中・義務教育学校にスクールカ
ウンセラーを派遣し、児童生徒へカ
ウンセリングを行った。また、教職
員及び保護者に対して、児童生徒の
心のケアを中心とした指導助言を行
った。教育委員会に教育相談員を設
置し、地域や保護者からの学校に関
する相談・要望等に対応した。

小・中・義務教育学校にスクール
カウンセラーを派遣し、児童生徒
へのカウンセリングを行う。また
、教職員及び保護者に対して、児
童生徒の心のケアを中心とした指
導助言を行う。教育委員会に教育
相談員を設置し、地域や保護者か
らの学校に関する相談・要望等に
対応する。

子ども家庭セン
ター

ヤングケアラーコーディネーターを子ども家庭センターに配置して関
係機関の連携を推進し、ヤングケアラーを早期に把握し支援につなげ
るための取組を行う。

ヤングケアラーコーデ
ィネーター相談対応延
件数
【活動指標】

300件 300件 300件

ヤングケアラーコーディネータ
ーが、関係機関と連携し、ヤン
グケアラーを早期に把握し支援
につなげるための取組を行う。

ヤングケアラーコーディネーターが
、学校等と連携し早期に把握し面接
や家庭訪問等を行い、支援につなげ
るための取組を行った。

ヤングケアラーコーディネーター
が、関係機関と連携し、ヤングケ
アラーを早期に把握し支援につな
げるための取組を行う。

教育支援室
日本語指導が必要な児童生徒（外国人や帰国子女等）を対象とした日
本語教育の充実及び学校や地域の受入れ体制の整備に向けて、国際理
解教育の推進を図る。

対象となる児童生徒の
うち学校が楽しいと思
う子の割合

日本語指導が必要な児童生徒を
対象とした日本語教育の体制づ
くりを推進する。

文部科学省の日本語指導アドバイザ
ーから受けた指導等を活かし、日本
語指導が必要な児童生徒を対象とし
た日本語教育の体制づくりを推進し
た。

日本語指導が必要な児童生徒を対
象に、指導の充実及び質の向上を
図る。また、日本語指導担当や学
級担任に向けた日本語指導の研修
を行う。

不登校、ひきこも
り等に対する取組

の推進

教育支援センター運営

エールにおいて、不登校児童生徒の学校復帰を目指した支援を行う。
ホープにおいて、ひきこもり傾向にある児童生徒の心身の回復や社会
的自立を目指す取組、保護者への相談支援を行う。
特にひきこもり傾向の児童生徒及びその保護者を対象に家庭訪問を行
い、通所につなげる。必要に応じてホープへの送迎支援を行う。

エール利用者の学校復
帰率

エールで、不登校児童生徒の学
校復帰に向けた支援を行う。
ホープでは、不登校児童生徒の
居場所としてこどもの心身の回
復を図り、社会的自立につなげ
る。
家庭訪問事業の拠点をエールか
らホープに移管し、特にひきこ
もり傾向が強くエールやホープ
への通所も困難な児童生徒とそ
の保護者に対する支援の充実を
図る。

エールで、不登校児童生徒の学校復
帰に向けた支援をし、学校復帰率を
58.1%とすることができた。
ホープで、不登校児童生徒の心身の
回復を図り、社会的自立につなげる
取組みを行った。
県立「玄海の家」（Chot GKI）との
事業連携協定に基づき職員を派遣し
、不登校児童生徒が外へと踏み出す
きっかけづくりに取り組んだ。

エールで、不登校児童生徒の学校
復帰に向けた支援を行う。
ホープでは、不登校児童生徒の居
場所としてこどもの心身の回復を
図り、社会的自立につなげる。特
にひきこもり傾向が強くエールや
ホープへの通所も困難な場合は家
庭訪問を実施し、児童生徒とその
保護者に対する支援を行う。
県立「玄海の家」（Chot GKI）へ
の職員派遣を引き続き行う。

子ども家庭相談事業
(スクールソーシャルワーカー)

子ども家庭セン
ター

小学校、中学校及び義務教育学校等と連携し、児童生徒が抱えている
いじめ、不登校、非行及び家庭環境の問題に対応する。

スクールソーシャルワ
ーカー相談対応延件数
【活動指標】

500件 500件 608件 500件

スクールソーシャルワーカーが
、小学校、中学校及び義務教育
学校と連携し、児童生徒が抱え
ているいじめ、不登校、非行及
び家庭環境の問題に対応する。

スクールソーシャルワーカーが、小
学校、中学校及び務教育学校と連携
し、いじめ、不登校及び家庭環境の
課題に対応した。

スクールソーシャルワーカーが、
小学校、中学校及び義務教育学校
と連携し、児童生徒が抱えている
いじめ、不登校、非行及び家庭環
境の問題に対応する。

児童虐待防止対策
の充実

子ども家庭相談事業
(子ども家庭相談員)

子ども家庭セン
ター

子ども家庭相談員相談
対応件数
【活動指標】

12,000件 12,000件 12004件 12000件
子ども家庭相談員が、家庭児童
福祉に関する専門的技術を必要
とする相談支援業務を行う。

子ども家庭相談員が、児童虐待や養
育困難な家庭に対し専門的技術によ
り適切に支援した。

子ども家庭相談員が、家庭児童福
祉に関する専門的技術を必要とす
る相談支援業務を行う。

要保護児童対策地域協議会運営
業務

子ども家庭セン
ター

要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な
支援を図るため、関係機関等で構成された要保護児童対策地域協議会
を運営し、情報の交換や支援内容の協議を行う。

会議開催回数 40回 40回 40回
40回　　

　

要保護児童対策地域協議会の会
議を適時開催し、関係機関や関
係部署とのネットワークを構築
する。

要保護児童対策地域協議会の会議を
適時開催し、関係機関とネットワー
クを構築を図った。

要保護児童対策地域協議会の会議
を適時開催し、関係機関や関係部
署とのネットワークを構築する。


	★シート③（基本方針Ⅲ）

